
※

王子地区

飛鳥山公園

資料３■土地利用及び道路ネットワークの考え方

凡 例

王子グランドデザイン検討区域

業務・商業・拠点ゾーン

住環境改善ゾーン1（戸建中心）

住環境改善ゾーン2（団地中心）

業務・生産・流通ゾーン

公園ゾーン

主要幹線道路（幅員25ｍ以上）[整備済]

整備済道路

地区幹線道路（幅員11～20ｍ程度）[未整備]

主要生活道路（幅員6～13ｍ程度）[未整備]

歩行者系道路（幅員4ｍ程度） [未整備]

早期実現を目指す道路ネットワーク

堀船地区

日本製紙用地
の開発
（民間誘導）

飛鳥山公園への
アクセス向上

首都高速道路王子線
出入口の整備

交差点改良
の検討

南口交通広場

石神井川の有効活用
及び臭気対策検討

庁舎候補地
として交渉

交通結節拠点
の整備

堀船地区内道路
の整備

鉄道、都電、バス、自動車、
自転車、歩行者など交通ネッ
トワークの機能の充実と集約、
利便性の向上

※この土地利用及び道路ネットワークの考え方は、現時点（平成26年6月25日）でのイメージであり、
今後、関係機関等との調整により変更する可能性があります。

駅前広場機能
の拡充

北口駅前広場
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板橋区政の現状と政策課題 



板橋区の概要・人口推計 01 

※平成26年までは板橋区住民基本台帳（平成17年・22年・26年は１月１日現在）、平成27年度以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推
計人口」（平成25年3月公表推計値）による。 

（人口） 
540,040人 男267,624人  
        女272,416人 

（世帯総数） 
282,640世帯 

（人口密度） 
16,787人／㎢ 

（面積） 
32.17㎢ 

17.5% 

20.0% 

22.0% 
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25.8% 
26.4% 
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平成17年 平成22年 平成26年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年 平成52年 

（人） 板橋区の人口推計と高齢化率の推移 

538,278 
522,365 

536,587 540,040 540,772 
531,244 520,742 

492,036 
507,500 

老年人口 

生産年齢人
口 

年尐人口 

高齢化率 
（右軸） 

平成26年1月1日現在 



人口推計（周辺区等との比較） 02 

○ 総人口及び指数（平成22年を100とした場合） 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

中央区 100.0  112.9  115.3  116.6  116.8  116.1  114.4  

港区 100.0  105.0  107.0  107.9  107.8  107.0  105.2  

江東区 100.0  102.7  104.4  106.8  108.2  108.8  108.5  

豊島区 100.0  107.3  106.1  104.5  102.2  99.2  95.3  

北区 100.0  99.4  97.6  95.1  92.2  89.0  85.5  

板橋区 100.0  100.9  100.5  99.1  97.2  94.7  91.8  

練馬区 100.0  103.8  105.1  105.3  104.5  102.9  100.6  

足立区 100.0  98.0  95.2  91.6  87.5  83.1  78.7  

東京都 100.0 101.4 101.2 100.1 98.5 96.2 93.5 

○ 東京都全体では、2015年をピークに減尐し始め、 
 2040年には2010年の約93.5%の人口となる。 
 
○ 中央区は2015年ごろまで急激に人口が増えてい 
 き、2030年前後をピークに緩やかに減尐していく。 
 都心区である港区も、中央区程でないものの、カー 
 ブの描き方は類似している。 
 
○ 江東区は緩やかではあるものの2035年まで人口 
 が増加し続ける。 
 
○ 板橋区及び周辺の豊島区、北区は、２015年ご 
 ろから人口が減尐していくが、練馬区は2025年ご 
 ろまで人口の増加が続きその後徐々に減尐に転じる。 
 
○ 足立区は2010年をピークに、人口が減尐してい 
 く。 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
（平成25（2013）年3月推計） 概要に掲載されたデータをもとに作成  
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各地域の特徴・土地利用 03 

高島平地域 

赤塚地域 

常盤台地域 

志村地域 

板橋地域 

・工業系の土地利用が 
 広く分布しており、 
 近年は、比較的大き 
 な敷地規模を活かし 
 た集合住宅への土地 
 利用転換がみられる。 
・南北崖線軸が地域を 
 横断しており、比較 
 的緑が多く残ってい 
 る。 

・住宅を中心とした土地利用であり、緑豊かで敷地規模にもゆとりある良好な 
 住宅地がある。 
・木造住宅が密集し、防災上課題のある地区も一部みられる。 
・都立城北中央公園に代表されるまとまりのある緑地がある。 

・住居を中心とした土地 
 利用であり、商業系の 
 土地利用は成増駅周辺 
 に集中している。 
・農地としての利用が最 
 も多い地域であるが、 
 近年は減尐傾向にあり、 
 土地利用転換による宅 
 地化と敷地の細分化が  
 進んでいる。 
・南北崖線があり、５地 
 域の内、緑が最も多く 
 残っている。 
・都立赤塚公園に代表さ 
 れるまとまりのある緑 
 地がある。 

・高島平を中心とした住宅地と荒川・新河岸川沿いの工業系の土地利用からなる。 
・近年工場の土地利用転換により、大規模な共同住宅が立地し、住宅と工場の土地
利用が混在してきている。 
・商業系の土地利用は蓮根駅周辺や西台駅周辺が中心となっている。 

・行政サービス施設、医療施設、教育施 
 設等の公共公益施設が多く立地してい 
 る。 
・駅周辺、幹線道路沿道を中心に土地の 
 高度利用が進み集合住宅が増加してい 
 る。 
・住宅を中心として、商業系、工業系の 
 土地利用が点在している。 
・公園などのまとまった緑地は尐なく、 
 地区全体として過密化している。 

各地域の特徴 

出典：板橋区都市計画マスタープラン（第2次） 平成23年3月 

第一種低層 

住居専用 

192.4 

（6.0%） 

第一種中高層

住居専用 

1,016.00 

（31.6%） 

第二種中高層

住居専用 

3.1 

（0.1%） 

第一種住居 

541.8 

（16.8%） 

第二種住居 

60.8 

（1.9%） 

準住居 
46.2  

（1.4%） 

近隣商業 
247  

（7.7%） 

商業 
178  

（5.5%） 

準工業 

587.8 

（18.3%） 

工業 
77.8  

（2.4%） 

工業専用 
87.9 

（2.7%） 

指定無(市街

化調整区域の

河川) 

178.2 

（5.5%） 

用途地域 

（平成19年4月6日告示） 

各地域の特徴 
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事業所数（左側目盛）  従業者数（右側目盛）  

産業 04 

区
内
工
業
の 

現
況 

項目 板橋区 ２３区内での順位 ２３区総計 

事業所数 847 7 113,338 

従業者数 18,530 ２ 190,451 

製造品出荷額等 399,471 2 3,848,807 

付加価値額 178,018 ２ 1,829,247 

（平成24年経済センサス-活動調査 従業者４人以上 製造業 単位：百万円） 

区
内
商
業
の 

現
況 

区分 平成24年 区部 

商店数 2,910 81,989 

年間販売額 1,029,698 141,742,954 

従業者数 26,762 1,072,610 

（平成24年経済センサス-活動調査 平成24年2月1日 単位：百万円） 

従業者規模別事業所数及び従業者数（平成18年） 産業別事業所・従業者数（平成18年） 

（板橋区の統計 平成24年版） 
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（板橋区の統計 平成24年版） 



２３区における板橋区 05 

 ○面積  ○人口 ○高齢化率 

※東京都福祉保健局 
「福祉・衛生統計年報（平成２４年度）」 
 ６５歳以上の高齢者の割合 

※平成２５年１月１日 ※住民基本台帳 平成２５年１２月１日 

 ○出生率 

※人口千対 東京都福祉保健局 
「人口動態統計年報 （確定数）平成２４年」 

 ○公共賃貸住宅数 

※東京都都市整備局「事業概要 平成２４年版」 

○病院・一般診療所の病床数 

※東京都福祉保健局 
「福祉・衛生統計年報（平成２４年度）」 
 

※東京都福祉保健局 
「福祉・衛生統計年報（平成２４年度）」 

○区民１人あたりの都市公園面積 

※東京都建設局公園緑地部 
「公園調書（平成２４年４月１日現在）」 

○生活保護の保護率 ○就業者数 

※総務省統計局「平成２２年国勢調査報告」 

最 大  世田谷区  394,885人  

６ 位  板橋区  239,743人  

最 小  千代田区  24,504人  

最 大 大田区 60.42㎢  

９ 位 板橋区 32.17㎢  

最 小 台東区 10.08㎢  

最 大 世田谷区 867,583人  

７ 位 板橋区 540,127人  

最 小 千代田区 54,148人  

最 大 北区 25.49％  （81,274人） 

７ 位 板橋区 21.89％（114,095人） 

最 小 中央区 16.61％  （ 20,544人） 

最 大 港区 １２.４人  

１４位 板橋区 8.0人  

最 小 豊島区 6.7人  

最 大 台東区   48.2‰  

３ 位 板橋区 35.0‰  

最 小 中央区 7.6‰  

最 大 板橋区 9,782床  

最 小 台東区 1,215床  

最 大 千代田区 5.52㎡  

９ 位 板橋区 3.52㎡  

最 小 豊島区 0.49㎡  

最 大 足立区 49,293戸  

５ 位 板橋区 27,536戸  

最 小 千代田区 1,525戸  



いたばし未来創造プラン 1 06 

プラン策定の背景 

厳
し
い
局
面
を
克
服
し
、
53
万
区
民
が
一
体
と
な
っ
て
新
し
い
“い
た
ば
し
”を
創
造
し
、 

次
期
基
本
計
画
に
つ
な
げ
て
い
く
た
め
、
「い
た
ば
し
未
来
創
造
プ
ラ
ン
」）を
策
定 

生産年齢人口の減少と区財政の逼迫 

東日本大震災の発生と区政を取り巻く環境の変化 

○ 年尐人口・生産年齢人口の減尐と高齢者人口の増加 
○ 増加の一途をたどる、生活保護費などの扶助費 
○ 公共施設や都市インフラの老朽化に伴う改修・改築など更新経費の増加 

○ 東日本大震災がもたらした甚大な被害と区政への多大な影響 
○ ｢自助｣･｢共助｣の大切さが改めて強く認識される時代の招来 

（歳入と歳出の丌均衡） 

歳入

基金取り崩し

既存行政

サービスの

提供

歳 入 の減 少

歳 出 の増 加

中長期的に懸
念される課題

現在顕在化し
て い る 課 題

板橋の“強み”～いたばし力のさらなる充実へ～ 

 区民、団体、事業者、行政などが一体となって、板橋区という地域の持
つポテンシャル（潜在力）を引き出し、未来に向かって成長し続ける持続
可能性のある都市“いたばし”を創造していくことが、今、最も強く求め
られている。 

プランの位置づけ 

少子高齢・人口減少社会が進行する中で、生産年齢人口の減少に
よる区政経営の様々な課題を克服するため、“区政の持続的な発
展を可能とする、生産年齢人口を増やし定住化を促す施策” を推
進し、“いたばし力”の充実により、“東京で一番住みたくなる
まち”の実現をめざしていく。 

板橋区のめざす姿 

 尐子高齢・人口減尐社会が進行する中で、生産年齢人口の減尐による
区政経営の様々な課題を克服し、区政の持続的発展を可能とするため、
「いたばし№１実現プラン２０１５」と「板橋区経営革新計画」の２つ
の計画を改訂して１つに束ね、平成２８年度からの次期基本計画へとつ
なげていく中長期的な総合計画として、「いたばし未来創造プラン」を
策定した。 

経営構造改革

成長戦略

魅力創造発信都市

安心安全環境都市

重点政策

第２ステップ 中長期的な取り組み

次期基本計画への橋渡し

第１ステップ 短期的な取り組み

改訂後の№1プラン2015・経営革新計画の推進

いたばし未来創造プラン
～成長戦略と重点政策、それを支える経営構造改革～

板橋区がめざす将来展望

“いたばし力”の充実により
“東京で一番住みたくなるまち”の実現

区政経営の一体改革

～あたたかい気持ちで支えあうまちづくり～

～地球にやさしく品格のあるまちづくり～

～安全で未来をひらくまちづくり～

「経営革新」編

生産年齢人口を増やし、
定住化を促進するための

戦略的な取り組み
今日的な課題に応える

３つの重点政策

成長戦略を支える
区政経営への転換と

公共施設等の
計画的な整備の推進

厳しい財政環境を
克服する行財政改革

「№１プラン2015」編



いたばし未来創造プラン 2 07 

成長戦略の展開と経営構造改革の推進 

１ 板橋区の強みと成長分野 

 経営構造改革を進めていくにあたっては、都市経営・地域経営・
行政経営という３つの新たな視座のもと総合的に取り組んでいく。 

２ 成長戦略の展開を支える経営構造改革 

都市

経営

地域

経営

行政

経営

板橋区 
の強み 

にぎわいの中心と
なる商店街 

23区内随一のベッド
数を擁する医療機関の

ストック 

地域の課題に取り組む活
発な地域団体の活動 

区内６大学の知的 
財産・人材 

農地と緑が潤いをもた
らす農業などの産業 

23区中第一位の製
品出荷額を誇る工業 

都心に短時間で 
アクセスできる 

鉄道路線 

平時及び災害時の緊急輸送 
において重要な役割を果たす 

放射状・環状に延びる 
幹線道路網 

花火大会やマラソンなど高い集客
力とブランド発信力のある大型イ
ベントを打てる広大な荒川河川敷 

 

・住んでよかった、住み続けたいと
思ってもらえるような、人と環境に
やさしいまち、災害に負けない安心
で快適なまちを整備していく。 
 
 
 
成長分野６ 環境にやさしい最先端 
      都市の構築 
成長分野７ 倒れない・燃え広がら 
      ないまちへの再生 
成長分野８ 都市の顔となる駅前周 
      辺市街地と交通軸の整 
      備 
 

 

・地域の個性やにぎわい、強みを活
かした活気あふれるまちを創出する
ことで都市の魅力となる価値を高
め、選ばれるまちとして発信してい
く。 
 
 
成長分野１ 文化・スポーツによる 
      にぎわい創出 
成長分野２ 産業文化都市「板橋」 
      の創出 
成長分野３ 未来につなぐ子育て・ 
      教育 
成長分野４ シティプロモーション 
      による魅力発信 
成長分野５ 大学・研究機関等との 
      連携 
 
 

安心安全環境都市 魅力創造発信都市 

「社会に支えられる側」の増
加による社会保障費の増大を
抑制し、「社会を支える側」
を増やす政策へのシフトなど、
新たな歳入歳出構造のあり方
について、様々な角度から深
く掘り下げて検討していく。 

これからの地域を支え、活力
を生み出すために区政展開の
視点として重要な「自助・共
助」を浸透させながら、「公
助」との連携によるまちづく
りを進めるための新たな仕組
みなど、地域活性化のための
方策について検討していく。 

成長戦略で掲げる「魅力創造発信都市」「安心安全環境都市」と
いった２つの都市像の実現をめざす中で、生産年齢人口の定住化、
とりわけ、税収を増やすといった観点から、人口構造や板橋の成
り立ちをひもときながら、板橋がめざす都市構造を検討していく。 
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８つの成長分野に対し、経営資源を振り向け、魅力あるまちづくりを積極的に進める成長戦略を構築 

成長分野５ 
 大学・研究機関 

等との連携  

成長分野８  
都市の顔となる 
駅前周辺市街地
と交通軸の整備 

成長分野６ 
環境にやさしい 
最先端都市の 

構築 

成長分野７  
倒れない・ 

燃え広がらない
まちへの再生 

成長分野２ 
産業文化都市 

「板橋」の創出 

成長分野１ 

文化・スポーツに 

よるにぎわい創出 

成長分野３  
未来につなぐ 
子育て・教育 

成長分野 施策 

成長分野１ 
○板橋のブランド構築 
○千客万来のにぎわいの創出 
○文化・スポーツ事業の戦略的展開 

成長分野２ 

○「ものづくりの板橋」のブランド構築 
○戦略的な産業立地促進 
○地域資源を活かした健康・医療産業の創出 
○地域商店街の再生 

成長分野３ 

○在宅子育て支援の促進 
○子育て世帯への支援充実       
○確かな学力の定着 
○教員の指導力向上 

成長分野４ 
○板橋区のブランド発信力の強化 
○観光施策の推進 

成長分野５ ○大学などとの戦略的連携 

成長分野６ 
○低炭素社会をめざしたまちづくり 
 (スマートシティの可能性検討) 

成長分野７ 
○災害に強いまちづくり 
 (建築物の耐震性向上と丌燃化の促進など) 

成長分野８ 

○都市再生 
 (高島平、板橋駅・大山駅周辺のまちづくりの推進) 
○未来につながる都市交通インフラの整備 
 (東武東上線連続立体化等など) 

成長分野４  
シティ 

プロモーション 
による 

魅力発信  



 

○ プロバスケットボールチーム「東京エクセレンス」の区内誘致 

 平成25年５月、プロバスケットボールチーム「東京エクセレンス」を区内

に誘致した。また、誘致にあたって「板橋区ホームタウン・スポーツのプロ

チームとの連携に関する協定」を締結した。 

 この協定は、区民のスポーツに対する関心を深め、人とまちを元気にし、

板橋区に対する区民の愛着や誇りを高めることを目的とし、以下の4点につい

て連携協力するというもの。 

 これにより、板橋区はホームタウンにおけるゲームおよび活動への支援を

行う。 

 ⑴ 区民生活の質の向上に関すること 

 ⑵ スポーツを通じた地域活力の向上に関すること 

 ⑶ スポーツを通じて次世代を担う青尐年の成長を 

  育むこと 

 ⑷ 区民のスポーツの機会の充実に関すること 

成長戦略に資する取り組み（スポーツ事業の戦略的展開） 09 

○ スポーツ大使 
 スポーツを通じたシティプロモーション活動を行うことにより、板橋区のスポーツ 

振興及び都市ブランドの向上を図るため、２３区初となる「スポーツ大使」制度を発 

足した。 

 板橋区の魅力・実力を区内外や海外などに広く情報発信するため、スポーツを通じ 

て活躍されている方（団体）で、板橋区に深い愛着を持ち、積極的なPRとスポーツ振 

興への支援を協力していただける方をスポーツ大使として委嘱する。 

第１期（平成25年９月委嘱） 

 ⑴ 村田諒太選手（ボクシング男子ミドル級 金メダリスト） 

 ⑵ 加藤ゆか選手（水泳女子４×100mメドレーリレー 銅メダリスト） 

第２期（平成26年３月委嘱） 

 板橋区初となる国際スポーツ大会として誘致した「2014年女子レスリングワール 

 ドカップ大会」に参加した全日本レスリング女子チーム（代表及び選手16名） 

第３期（平成26年6月委嘱） 

 徳田耕太郎氏（現役フリースタイルフットボーラー。世界大会(Red Bull Street  

 Style World Final 2012 イタリア大会優勝) 

○ 板橋区版「アスナビ」説明会の開催 
 
（公財）日本オリンピック委員会との共催により、トップアスリート就職
支援ナビゲーション「アスナビ」を区内で開催し、就職先、練習環境、遠
征費用などに丌安を感じているアスリートを、板橋区が率先して支援する
ことで、区内のスポーツ振興の気運を醸成し、併せて、区内企業のPRを行 
うことで、産業を活性化するもの。平成26年7月2日に説明会を開催し、 
アスリートと区内企業との雇用に向けたマッチング支援を行った。 
 
参加企業：区内企業を中心に32社（約100名） 
会  場：味の素ナショナルトレーニングセンターほか 
内  容：JOCの採用事例の紹介、ロンドン五輪銅メダリストの加藤ゆか 
     さん(板橋区役所/平成26年4月任用)、上田春佳さん(キッコーマ 
     ン/平成23年4月入社)による対談、今回の就職希望選手8名 
     （内、ビデオによる参加3名） によるプレゼンテーションを実 
     施 
 
 
 
  

○ スポーツプロモーター 
 
 オリンピック、世界選手権等の国際大会や国民体育大会、全日本選手権等
の国内大会において、入賞経験のあるトップアスリートをスポーツ振興課の

非常勤職員として採用し、その経験とキャリアを生かして区内のスポーツ施

策の推進を図るもの。 

 平成26年４月には、加藤ゆかさん（2012ロンドン五輪水泳女子４× 

100mメドレーリレー 銅メダリスト）を採用した。 

 板橋区はオリンピック選手育成拠点の役割を担う味の素ナショナルトレー

ニングセンターに隣接していることから、スポーツプロモーターの人脈など

を通じて、（公財）日本オリンピック委員会等との連携による事業の実施の

ほか、東洋大学を始めとした大学との連携、区内のジュニア選手の育成に期

待をしている。 
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特別区税

42,063

（22.0%）

地方譲不税 734 

（0.4%）

利子割交付金

533 （0.3%）

地方消費税交付金

7,100 

（3.7%）

自動車取得税

交付金

256 （0.1%）

地方特例交付金

363 （0.2%）

特別区交付金

64,600 

（33.7%）

分担金及び負担金

3,461 

（1.8%）

使用料及び手数料

4,970

（ 2.6%）

国庨支出金

41,336 

（21.6%）

都支出金

11,187 

（5.8%）

繰入金 5,168 

（2.7%）

特別区債 5,121 

（2.7%）
その他 4,658 

（2.4%）

総 額

191,550

(100%)

 一般会計歳入予算額・構成比（単位:百万円、％） 

歳入予算の特徴 

○ 特別区税は、個人所得の回復や復興増税による均等割額の引き 
 上げに伴う特別区民税の増などにより、７億５千万円増加してい 
 る。 
○ 特別区交付金は、企業業績の回復による市町村民税法人分の増 
 収などに伴い、４０億円と大幅に増加している。 
○ 繰入金は、基金から約５２億円取り崩し、歳入予算に充ててい 
 るが、そのうち財源丌足を補うための財政調整基金からの繰り入 
 れは１４億円となっており、前年度と比較し、２６億円減尐して 
 いる。 
○ 地方消費税交付金は、消費税率引き上げなどに伴い、１６億円 
 程度の増収となる。 

歳出予算（目的別）の特徴 
 
○ 総務費は、本庁舎南館改築・北館改修の最終年度事業費の増など 
 により、４５億円の増額となった。 
○ 福祉費は、保育所待機児対策、障がい者自立支援扶助費、介護特 
 別会計繰出金などの増により、１，１００億円台となった。 
○ 教育費は、小・中学校の改築経費及び大規模改修経費の増などに 
 より、３５億円の大幅な増額となった。 

一般会計歳出（目的別）予算額・構成比（単位:百万円、％） 

議会費 938 

（0.5%） 

総務費 

24,493 

（12.8%） 

福祉費 

112,264 

（58.6%） 

衛生費 6,621 

（3.5%） 

資源環境費 

8,092 

（4.2%） 

産業経済費 

1,396 

（0.7%） 

土木費 

11,424 

（6.0%） 
教育費 

20,274 

（10.6%） 

公債費 5,835 

（3.0%） 

その他 213 

（0.1%） 

総  額 

191,550 

(100%) 
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義務的経費の推移 
○ 人件費は着実に減尐しているが、平成20年度は退職手当の  

ピークを迎え、その後も高止まりしているため、減尐幅が小さく
なっている。 

○ 公債費は、計画的な起債発行を行っていることから、公債費が
ピークにあった平成11年度の107億円が平成23年度以降50億
円台となり、その後も減尐傾向にある。 

○ 扶助費は、平成22年度に子ども手当が創設されたことに伴い、
大幅な伸びを示したが、同時に、世界同時丌況による急激な景気
後退の影響を受け、生活保護受給者は平成21年３月の保護人員
15,879人から平成25年３月では19,137人と大幅に伸び、平成
25年10月では微増に転じたものの、障害者自立支援費は毎年度
増加傾向にあり、今後も扶助費は増大すると想定される。 

経常収支比率の推移 
○ 板橋区の経常収支比率は、世界同時丌況の影響により、分 
 母の経常的な収入である特別区税及び特別区交付金の大幅な 
 落ち込みと同時に、分子となる経常的な支出では、生活保護 
 法扶助費、障がい者自立支援扶助費などが着実に伸びている 
 ことから、平成20年度以降は80％台に入り、平成22年度 
 決算では90.9％となり、平成23年度決算では91.1％と悪 
 化した。 
○ 平成２４年度決算では、生活保護、障がい者自立支援を含 
 めた扶助費全体が増加したが、特別区交付金や特別区税の増 
 収により、経常収支比率が89.8％と若干ながら改善してい 
 る。 
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